別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費　　　
	事業名: 社会就労推進工賃向上計画推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　社会参加推進係　電話番号：058-272-1111（内2614）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp

	事業費


　要求額：8,865千円（前年度予算額：8,500千円）
	要求内容


	１　要求の内容


福祉施設で就労する障がい者が地域で自立した生活を行うため、就労に対する工賃を向上させることを目的とした工賃向上計画を策定し、同計画に基づいて工賃向上に向けた事業を実施する。

【経緯】

· 障がい者が地域で自立して生活するためには、授産活動の対価(工賃)の引上げが必要となっている。

· そのため、平成19年度から都道府県は具体的な方策として「工賃倍増計画」を策定（H19～H23の５か年計画）し、同計画に基づき実施する事業に対しては国が補助を行ってきた。（当初の国庫補助上限額：60,000千円 　H19～H23の５か年）
· 平成24年度からは、引き続き工賃の引き上げを目的とした「工賃向上計画」を策定し、同計画に基づく事業を実施している。
【内容】

（１）工賃向上モデル事業の実施　　　　　　　　　　　 
· 工賃向上計画を策定した障害福祉サービス事業所のうちから、意欲と能力があると認められる者を選定し、委託（２事業者を予定）。
· 企業からの下請作業や自主製品の製造について、専門家による指導のもと、品質の向上・均一化、量産化を図ることにより「信頼される　仕事」「売れる製品づくり」を促進し、工賃の向上を図る。

○施設の経営管理能力向上のため、中小企業診断士による経営診断を受診。
○製品の生産効率や品質向上のため、技術支援コーチの委嘱。
○職員や施設利用者の啓発・啓蒙、地域(含企業)との連携強化のため　ネットーワーク会議を開催。
（２）社会就労事業推進セミナーの実施　 　　　　　　　　　　
· 授産活動等を実施する施設や企業等を対象に啓発セミナーを開催。平成２４年度におけるモデル事業の実績報告や専門家による講演を実施し、施設における工賃アップの取り組みを推進する。
委託先：岐阜県社会福祉協議会（セルプ支援センター）
講　師：中小企業診断士
対　象：地元企業、福祉施設、市町村等
（３）コンサルタント派遣・研修会開催経費　　　　　　 　　
· 授産製品の質の向上のため、専門の講師を施設に派遣。また、製造に直接携わる事業所利用者への研修は昨年度同様継続的に行い、併せて、品質向上のカギとなる事業所の指導員に対して、指導力、支援力を強化するための研修会を開催する。
（４）工賃向上計画策定費等　 　　　　　　　　　　　　　　  
· 岐阜県工賃向上計画（仮称）を策定し、計画の進捗管理、モデル事業実施事業所の選定等を行う。

（５）展示・販売会及び好事例発表会　　　　　　　　　　　　
· 工賃引き上げに積極的な事業所の展示・販売や、好事例発表会を開催。平成２２年度国新規事業で岐阜県からは(社福)岐阜県事業団が参加した。
 　　①実施内容
      ア　各都道府県下の事業所における工賃アップのための効果的な
　　　　取り組みについての説明会
　　　イ　各都道府県下の事業所における、製品・サービス等の展示・
        即売会(展示及び通信販売を含む)を実施。
 　　②出展事例の選定
         各都道府県が特に推薦するもののうち、厚生労働省において
　　　 識者を含めた選定委員会により、審査を行い選定。
【事業主体・実施主体】

· 事業主体：県（国庫補助「工賃向上計画支援事業」により実施する県事業）
【負担区分及びその財源】
　　・国補事業（工賃向上計画支援事業）  
　　　　　　　　　　基本事業；国１／２, 　県１／２
　　　　　　　　　　特別事業；国１０／１０
  　・国の補助事業実施期間  H24～H26(３年間)
	２　所要経費


（1） 社会就労推進モデル事業の実施　　　　　　　　　　　 5,839千円
（2） 社会就労事業推進セミナーの実施　 　　　　　　　　　　344千円
（3） コンサルタント派遣・研修会開催経費　　　　　　 　　1,224千円
（4） 工賃倍増計画策定費等　 　　　　　　　　　　　　　　  258千円
（5） 展示・販売会及び好事例発表会　　　　　　　　　　　 1,200千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	8,500
	4,850
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,650

	要求額
	8,865
	5,032
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,833

	決定額
	8,800
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,800


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　　平成24年度～平成26年までの3カ年の間に、就労支援Ｂ型事業所の平均工賃月

額を20,000円とする。（平成23年度の平均値は、11,344円）

　※岐阜県工賃向上計画による。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	※H23までは工賃倍増計画
	11,344円
（H23）
	－
（H24）
	　 －

（H25）
	　 －

（H24）
	20,000円
（H26）
	　 －

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
・平成24年8月に各事業所の工賃向上計画を基に、岐阜県工賃向上計画を策定。
・現在セルプ支援センターに対して、コンサルタント派遣業務を委託中。
・県内の社会福祉サービス事業所のうち１事業所を工賃向上モデル事業所として選定。

 自主製品の製造や、品質の向上、均一化を図っている。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

県内88事業所が事業所ごとの工賃向上計画を策定し、これを基に岐阜県工賃向上計画を平成24年8月に策定した。これにより、現在、各々の目標に向かって、より具体的に工賃向上に関する取組を行っている。
また、モデル事業所の選定によって、その取組結果を県内の各事業所の工賃向上に向けた取組に活用していくことが見込まれる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	厚生労働省の定める工賃向上計画の考えに基づき、一般就労が困難な障がい者の自立支援として、就労継続支援Ｂ型事業所における工賃水準を向上させる必要性がある。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　岐阜県工賃倍増計画（平成19年度～平成23年度）の実施により、全事業所の平均工賃月額が11,568円（H19年度）→19,329円（H23年度）となった。平成24年度からの工賃向上計画では、同様に就労継続支援Ｂ型事業所の工賃向上を目指す。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　モデル事業の選定に審査会の審査を図る等、適正かつ効率的な運営をはかっている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　平成24年度からの工賃向上計画は、一般就労への移行が困難な障がい者が働く就
労継続支援Ｂ型事業所を対象としているため、工賃向上の目標値を達成するために
は、事業所が提供するサービスや、製品についての認知度を上げ、販路拡大のため
のより一層の取組が必要である。また、サービス、製品の品質向上のために、講師
派遣等の事業を積極的に行っていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　平成24年度に策定された工賃向上計画に基づいて、指導者を対象にしたセミナー

等、目標値達成に向けた様々な事業を実施することで、支援力の強化を中心とした

事業所自体の体力向上を目指す。


